
 

 

 

 

Ⅱ．調査概要 



 Ⅱ-1

１．調査方法 
事例集作成にあたり、まず都道府県（水道行政担当部局担当者）に対して、都道府県内

における広域化事例（広域化実施済）及び広域化に向けた検討事例（広域化検討中）につ

いて調査、把握した。 
その結果を基に、事例集の調査対象となる事業体を決定した。そして、調査対象となっ

た事業体に対して、アンケート調査を実施した。 
 

 

図Ⅱ-１ 調査フロー 
 
※広義の広域化とは、経営の一体化、管理の一体化、施設の一体化（浄水場、水質試験セ

ンター・緊急時連絡管等）といったソフト面の一体化や連携までを含めた広い概念の広域

化をいう。 
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１）都道府県へのアンケート 
①アンケート内容 
都道府県内において、平成元年度から現在（平成 25 年８月）までに広域化を実施（統

合等）した事業体、広域化を検討中［平成元年度以降検討していて実施（統合等）まで

至っていないもの含む］の事業体、さらに、広域的に行われている検討会・勉強会等の

現状について、都道府県の水道行政担当部局担当者に回答をお願いした。 
 
②アンケート期間 
平成 25 年 8 月 30 日～平成 25 年 9 月 20 日 

 
③アンケート方法 
アンケートをエクセルにて作成し、そのアンケートを電子メールで各都道府県の水道

行政担当部局担当者に送信した。アンケートの回答も電子メールで行った。 
 

④アンケート調査結果 
都道府県別の広域化実施済の事業体の件数及び各種検討会・勉強会の実施状況を表Ⅱ-

１に示す。 
なお、広域化検討中の事業体については、非公表を希望する事例もあるため、事業体

名及び都道府県別の集計結果については非公表とし、全体での集計結果を掲載した。 
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表Ⅱ-１  都道府県別の広域化実施済の事業体及び検討会・勉強会実施の件数 
（平成元年度以降） 

①事業統合（水平、垂直） ②広義の広域化
③検討会・勉強会等

の実施状況

1 北海道 (垂直)1 [施設の共同化（浄水場等施設の共同保有）]4,(その他)1 1

2 青森県 (水平)2 [施設の共同化（浄水場等施設の共同保有）]1 2

3 岩手県 - - 3

4 宮城県 - - -

5 秋田県 - - -

6 山形県 - - -

7 福島県 (水平)2,(垂直)1 - -

8 茨城県 (水平)1 (経営の一体化)1 -

9 栃木県 (垂直)1 - 2

10 群馬県 - - 1

11 埼玉県 - - 11

12 千葉県 - - -

13 東京都 (水平)1 - -

14 神奈川県 - - 4

15 新潟県 (水平)1 - -

16 富山県 - - -

17 石川県 - -

18 福井県 - - -

19 山梨県 (水平)1 - -

20 長野県 (水平)1 [施設の共同化（水質試験センターの共同保有）]1 -

21 岐阜県 - - -

22 静岡県 - - -

23 愛知県 - - 3

24 三重県 - - -

25 滋賀県 (垂直)1 - -

26 京都府 - - 1

27 大阪府 - - -

28 兵庫県 (垂直)1 - -

29 奈良県 - [施設の共同化（水質試験センターの共同保有）]2,(その他)1 1

30 和歌山県 - - -

31 鳥取県 - -

32 島根県 - - -

33 岡山県 - ［管理の一体化（水道用水供給事業による）]4
1

※H18で会議終了

34 広島県 - - -

35 山口県 - - -

36 徳島県 - - -

37 香川県 - - -

38 愛媛県 - -

39 高知県 - - -

40 福岡県 (水平)1,(垂直)1 [施設の共同化（浄水場等施設の共同保有）]1 -

41 佐賀県 - - -

42 長崎県 - - -

43 熊本県 - [施設の共同化（浄水場等施設の共同保有）]1 -

44 大分県 - - -

45 宮崎県 - - -

46 鹿児島県 (水平)1 - -

47 沖縄県 - - 1

(水平)11（垂直）6 (経営の一体化)1、(施設の共同化)10 32（他1団体は非公表）合計

No. 都道府県
該当件数（団体）
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 また、広域化検討中の「事業統合（水平、垂直統合）」、「広義の広域化」の事業体の件数

は、全体集計の結果以下のとおりであった。 
 
（広域化検討中） 
 ○事業統合（水平、垂直統合）・・・・18 団体（水平 11、垂直６、水平・垂直１） 

○広義の広域化・・・・・・・・・・・６団体 
（経営の一体化２、管理の一体化１、その他２） 

 
なお、広域化内容別の実施事業体及び各種検討会・勉強会等実施団体の位置図を図Ⅱ-１

～３に示し、それぞれの事業体の広域化及び各種検討会・勉強会等の内容について表Ⅱ-2
～４に整理した。 
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中空知広域水道企業団

垂直統合

水平統合

津軽広域水道企業団 西北事業部

相馬地方広域水道企業団

双葉地方水道企業団

会津若松市

芳賀中部上水道企業団

柏崎市水道事業

東部地域広域水道企業団

淡路広域水道企業団

宗像地区事務組合

北九州市

鹿屋串良水道企業団

 
図Ⅱ-１ 事業統合（水平、垂直）実施済事業体位置図 

 

旭川市

室蘭市

釧路市

中札内村

八戸圏域水道企業団

茨城県南水道企業団

長野県上伊那広域水道用水企業団
（上伊那圏域水道水質管理協議会）

奈良県基幹システム共同化検討会
水道事業システム共同化検討部会

奈良広域水質検査センター組合

西和衛生試験センター組合

大牟田市

荒尾市

a.経営の一体化

e.施設の共同化（浄水場等施設の共同保有）

f.施設の共同化（水質試験センターの共同保有）
g.その他

 
図Ⅱ-２ 広義の広域化実施済事業体位置図 
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地域別会議

簡易水道の共同利用の研究・検討

北奥羽地区水道事業協議会
北上川流域（盛岡圏）水源保全連絡協議会

水道事業の諸課題等に関する意見交換会(非公表) 二戸地区上下水道連絡協議会

岩手紫波地区水道事業協議会
両毛地域水道事業管理者協議会

安中市他2市3町2村（西毛地区水道事業者協議会）

1
11 10

96

5
4

3 2

埼玉県第１ブロック水道広域化検討部会
埼玉県水道広域化実施検討部会（第２ブロック）
埼玉県水道広域化実施検討部会（第３ブロック）
埼玉県水道広域化等研究会（第４ブロック）
埼玉県水道広域化検討部会（第５ブロック）
埼玉県第６ブロック水道広域化検討部会
埼玉県第７ブロック水道広域化検討部会
埼玉県水道広域化実施検討部会（第９ブロック）
埼玉県水道広域化実施検討部会（第１０ブロック）
埼玉県水道広域化検討部会（１１ブロック）
埼玉県・さいたま市水道広域化研究会

三浦市営水道に関する情報交換会

相模川・酒匂川水質協議会

湯河原町・真鶴町水道事業広域化研究会

県西地域水道事業連絡会

・愛知県水道広域化研究会議
・愛知県水道広域化研究会議ブロック会議

京都府水道事業
広域化等研究会

北和都市
水道事業協議会

岡山県モデル地域調査検討会

沖縄県水道広域化検討
ワーキングチーム

77

 
図Ⅱ-3 各種検討会、勉強会等を実施している団体位置図 
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表Ⅱ-２(１) 事業統合（水平、垂直）実施済の内容 

01
北海道

1 中空知広域水道企業団 滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町 垂直統合 平成１８年４月
平成１８年４月の奈井江町の参画を機に、企業団の用水供給事業と
３市１町の水道事業を統合し、経営の効率化を目指して事業の一元
化を図った。

02
青森県

2
津軽広域水道企業団 西
北事業部

つがる市（旧木造町、旧森田村、旧柏村、旧
稲垣村、旧車力村）、五所川原市一部（旧市
浦村）

水平統合 平成５年１１月

当時１町５村は、水源水量及び水質に問題を抱え、また水需要は
年々増加の傾向にあり、個々の町村が単独で対処することは、技術
的、財政的には、困難な状況になってきたため、水道事業の広域化
を図り、合理的な施設整備と運営を行い、経営基盤の強化、維持管
理体制の充実及び料金の標準化を図るため、末端給水型の広域水道
を行った。

02
青森県

3 五戸町 五戸町、倉石村 水平統合 平成７年４月
水需要の増加に加え、給水人口の増加により、水源等の供給が課題
とされるため、需要増の対応と
水源の安定化を図ることから一元化を行った。

市町村合併

07
福島県

4 双葉地方水道企業団 広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町 垂直統合 平成９年３月

　福島県浜通り南部ブロックの５町において、既存水源の「水源水
質の悪化」及び「取水量の低下」に伴い、良好な水質、かつ安定的
な水源が必要であったが、単独で水源を確保することが困難であっ
たことから、水道用水の安定供給と効率的な経営基盤を確保するた
めに、平成３年３月から企業団を設立し、水道用水供給事業として
新規ダム（木戸ダム：福島県）への参画による水道水源開発及び広
域的な水道施設整備を行った。
　その後、より一層の広域化を図るべく、末端給水事業としての広
域水道事業の認可を受け、広域的かつ計画的な水道施設整備を行っ
た。（資料：別添１）

07
福島県

5
相馬地方広域水道企業
団

相馬市、南相馬市（鹿島区：旧鹿島町）、新地水平統合 平成５年１月

　近年の急速な都市化の進展と生活様式の向上に伴い給水量は増加
する状況にあったが、相馬地方における水源は集水される面積の小
さい中小河川による浅井戸及び深井戸により取水しており、現有河
川での水源開発は限度に達していた。そこで、①県営の真野ダムの
水源を核として給水量の安定確保を図る、②水道事業経営の統合を
行い、経営基盤の強化、維持管理、水質管理等の向上を図る、及び
③共同で施設の建設を行い費用の低減化によって地域住民に低廉に
して安定した水の供給を行うため、３市町協議の上「相馬地方広域
水道事業」を創設した。（資料：別添２）

07
福島県

6 会津若松市 会津若松市、湯川村 水平統合 平成２３年４月

　会津若松市に隣接する湯川村において水源（浅井戸）における水
位低下があり、安定供給に不安があることから、供給不安を解消す
るため、湯川村簡易水道事業を会津若松市水道事業に統合した。
（資料：別添３）

都道
府県

NO. 備考事業統合した事業体名 構成団体

広域化内容

統合形態 統合年次 事業統合の概要（背景・経緯、理由等）

 

※灰色でマーキングした事業体は、事例集の対象としない。 
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表Ⅱ-２(２) 事業統合（水平、垂直）実施済の内容 

08
茨城県

7 茨城県南水道企業団 龍ヶ崎市，取手市，牛久市，利根町 水平統合 平成２４年４月

平成１７年８月利根町より水道事業の編入の要望書が企業団に提出
された。その後各委員会を設置し、平成２１年までに調査・協議を
完了し、平成２１年６月統合協定書調印式を経て、将来の水需要に
対応するため、特に企業団の契約受水量の有効利用を考慮して、利
根町水道事業を全部譲り受けという形で統合を実施した。

企業団＋利根町

09
栃木県

8 芳賀中部上水道企業団 益子町、芳賀町、市貝町 垂直統合 平成１５年４月

将来の水需要計画及び財政負担等大きな問題を抱えていた各町を給
水区域とする広域水道事業体に移行し、将来にわたる水需要に対処
するとともに、事業の効率化と健全経営を目指すために末端給水事
業の一元化を図った。

13
東京都

9 東京都水道局

東京都、小平市、狛江市、東大和市、武蔵村
山市、小金井市、日野市、東村山市、西東京
市、多摩市、稲城市、瑞穂町、町田市、国分
寺市、国立市、福生市、清瀬市、府中市、東
久留米市、立川市、調布市、三鷹市、あきる
野市、八王子市、日の出町、青梅市、奥多摩
町

水平統合

昭和４８年１１
月、昭和４９年
６月、昭和５０
年２月、昭和５
０年９月、昭和
５１年２月、昭
和５２年４月、
昭和５７年４
月、平成１２年
４月、平成１４
年４月、平成２
２年４月

多摩地区の水道事業は、各市町が個別に経営していたが、昭和３０
年代後半以降の急激な人口増加と都市化の進展により水源確保の問
題が深刻化し、また、料金水準、普及率等の格差が区部や多摩地区
各市町村間において顕著となり、それらの是正について市町村から
強い要望が出されていた。昭和４５年１月、東京都水道事業調査専
門委員から「東京都は三多摩地区市町村営水道事業を吸収合併し、
区部水道事業とともに一元的に経営することによって、水道事業に
おける格差を解消する方途を講ずるべきである」との助言がなさ
れ、これを受けて、東京都は、昭和４６年１２月、各市町の水道事
業を都営に統合するため「多摩地区水道事業の都営一元化基本計
画」を策定した。

昭和４８年から
順次統合

15
新潟県

10 柏崎市水道事業 柏崎市、刈羽村 水平統合 平成２４年１０月
刈羽村からの給水区域編入の要請を受け、柏崎市水道事業が刈羽簡
易水道を譲り受け、水道事業の一元化を行った。

19
山梨県

11 東部地域広域水道企業団大月市、上野原市 水平統合 平成１８年４月
水源水質等課題のある構成２市の水源の統廃合を含め、将来の水需
要に対応するため末端給水事業の一元化を行った。

20
長野県

12 佐久水道企業団 佐久市、東御市、佐久穂町、御代田町 水平統合 順次

市町村や財産区で管理されていた簡易水道等が、水源の枯渇や施設
の老朽化等により、次々と経営移管の申し込みがされ、地域への安
定供給と広域化推進のため、簡易水道等の移管を随時受け入れてい
る。（http://www.sakusuidou.or.jp/about/ayumi.html）

順次、市町や簡
易水道を統合

都道
府県

NO. 備考事業統合した事業体名 構成団体

広域化内容

統合形態 統合年次 事業統合の概要（背景・経緯、理由等）

 
※灰色でマーキングした事業体は、事例集の対象としない。 
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表Ⅱ-２(３) 事業統合（水平、垂直）実施済の内容 

25
滋賀県

13 滋賀県企業庁
近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀
市、野洲市、湖南市、東近江市、日野町、竜
王町、滋賀県企業庁

垂直統合 平成２３年４月
滋賀県企業庁の南部上水道供給事業と東南部上水道供給事業の2つ
の事業統合をおこない新たに1事業を創設した

企業庁内の事業
統合

28
兵庫県

14 淡路広域水道企業団 洲本市、南あわじ市、淡路市 垂直統合 平成２２年４月

事業の効率化を図るため統合により経営的な一元化を行い、施設更
新や耐震化を計画的に行う。
また、安定給水を継続し、将来の水需要に対応するため、淡路広域
水道企業団（用水供給事業）を軸に受水市を全区域とした末端給水
事業の一元化を行った。

40
福岡県

15 宗像地区事務組合 宗像市、福津市（旧福間町、旧津屋崎町） 垂直統合 平成２１年１２月
経営の効率化を図るため、旧宗像事務組合（用水供給事業）を軸に
構成団体である宗像市、福津市と統合し末端給水事業の一元化を
行った

40
福岡県

16 北九州市 北九州市、水巻町 水平統合 平成２４年１９月

小規模事業体である水巻町は、将来における運営基盤に懸念があっ
た。そのため、近隣である北九州市に従前から合併を要望してい
た。運営基盤の強化を図り経営安定化のため、北九州市と統合を
行った。

46
鹿児島

県
17 鹿屋串良水道企業団

笠之原水道企業団(串良町全域、鹿屋市の一
部給水区域）、　鹿屋市水道局（鹿屋市の残
りの給水区域）

水平統合 平成７年４月

串良町全域と鹿屋市の一部を給水区域にする笠之原水道企業団と、
鹿屋市の残りの地域を給水区域に持つ鹿屋市水道局の二つの水道事
業を平成７年４月、鹿屋串良水道企業団に統合し、事業の一元化及
び将来の水需要の確保を図った。その後、平成１８年１月に市町村
合併で鹿屋市水道事業に統合され現在に至る。

都道
府県

NO. 備考事業統合した事業体名 構成団体

広域化内容

統合形態 統合年次 事業統合の概要（背景・経緯、理由等）

 

※灰色でマーキングした事業体は、事例集の対象としない。 
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表Ⅱ-３(１) 広義の広域化実施済の内容 

01
北海道

1 旭川市 鷹栖町
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成８年５月
石狩川浄水場は、鷹栖町のニュータウンが旭川市に隣接していることか
ら、協定を結び共同管理となった。

01
北海道

2 旭川市 東神楽町
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２０年３月
忠別川浄水場は、東神楽町の行政区域内にあり、東神楽町のニュータウ
ン造成が進み浄水場に隣接したことから、協定を結び共同管理となっ
た。

01
北海道

3 室蘭市 登別市
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２３年４月 分水解消のため、浄水場の共同管理を行った。

01
北海道

4 中札内村 更別村
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２年４月
給水区域の拡張、給水人口による給水量の増加に対応するため施設の共
有化を行った。

01
北海道

5 釧路市 釧路町 その他 平成２５年４月 分水解消のため、上水道事業の統合を行った。

02
青森県

6 八戸圏域水道企業団 洋野町(岩手県）
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２２年３月

　八戸圏域水道企業団と洋野町（旧種市町）は、水道用水源の開発のた
め、青森県とともに東北農政局が実施する２級河川新井田川水系世増ダ
ムに共同事業者として参画。世増ダムを水源とする取水・導水・浄水・
配水施設の中で、八戸圏域水道企業団と洋野町が共同で利用する施設に
ついて共同建設事業を実施した。その後、八戸圏域水道企業団と分水契
約（平成10年6月、洋野町(旧種市町)より、水源の水不足を理由に世増ダ
ム共用開始までの間、分水についての要請あり。同年9月に締結）を締結
していたが、共同事業が完了したことから、平成22年3月に分水契約を解
除し、同月「新規施設の維持・管理に関する協定書」を締結。八戸圏域
水道企業団は新規施設の管理を洋野町から受託し、洋野町は八戸圏域水
道企業団に管理費（案分）を負担することで八戸圏域水道企業団から給
水を受けている。

08
茨城県

7 茨城県南水道企業団
龍ヶ崎市，取手市，牛久市，利根
町

経営の一体化 平成２４年４月

利根町水道業は、浄水場を保有し、運転管理を直営で行っている。しか
し、浄水施設の老朽化、運転管理する職員の高齢化と補充職員がいない
ため、また、将来の水需要を理由に、利根町に隣接し、規模の大きい県
南水道企業団に広義の広域化を要望し受け入れられた。

20
長野県

8
長野県上伊那広域水道用水
企業団（上伊那圏域水道水
質管理協議会）

伊那市、駒ヶ根市、辰野町、箕輪
町、飯島町、南箕輪村、中川村、
宮田村、長野県上伊那広域水道用
水企業団

施設の共同化（水質試
験センターの共同保
有）

平成３年４月

上伊那圏域広域的水道整備計画に基づき、水質検査、管理、研究等を一
元化。
（http://kamiina-suidou.jp/HP30nenayumi/suisitukyougikai.htm）
（http://kamiina-suidou.jp/pdf/reiki/9-1.pdf）

主体となっている
事業体等

広域化内容

実施年次 広義の広域化の概要（背景・経緯、理由等）
構成団体

都道
府県 最終形態

NO.
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表Ⅱ-３(２) 広義の広域化実施済の内容 

29
奈良県

9
奈良県基幹システム共同化
検討会水道事業システム共
同化検討部会

香芝市、葛城市、河合町、上牧
町、御所市、五條市

その他

平成２６年４月
１日より本格供
用開始（現在各
市の状況に合わ
せ移行作業中）

平成２６年度より新地方公営企業会計が施行されるに当たり、費用等を
考慮した上で、公営企業新会計システムをクラウド方式により共同運用
する。

29
奈良県

10
奈良広域水質検査センター
組合

大和高田市、大和郡山市、天理
市、橿原市、桜井市、五條市、御
所市、生駒市、香芝市、葛城市、
宇陀市、山添村、川西町、三宅
町、田原本町、曽爾村、御杖村、
高取町、明日香村、広陵町、吉野
町、大淀町、下市町、黒滝村、天
川村、野迫川村、十津川村、下北
山村、上北山村、川上村、東吉野
村

施設の共同化（水質試
験センターの共同保
有）

平成７年４月

　 水道法に基づく水質検査の改正（平成5年12月施行）に伴う検査項目
の増加・内容の多様化・検査技術の高度化に対応して、水道事業者が適
正かつ計画的に水質検査を実施するため検査体制の確立が急務となっ
た。しかしながら、市町村がそれぞれに検査施設を整備するには財政的
にまた人員の確保の観点から大きな負担となることから、平成７年に奈
良県内３９市町村（現在は市町村合併の結果３１市町村）が水道水を中
心とした水質検査業務を共同処理する一部事務組合を設立した。
   組合は、水道法の規定に基づく検査はもとより、水道水質管理に関す
る情報交換の拠点とし、構成団体相互間の連帯性を維持するとともに、
地域の水道事業に密着した運営を目指している。

29
奈良県

11 西和衛生試験センター組合
平群町、三郷町、斑鳩町、安堵
町、王寺町、河合町、上牧町

施設の共同化（水質試
験センターの共同保
有）

昭和４６年８月
水道水の水質検査業務を共同で実施するため、７町で一部事務組合を設
置。

40
福岡県

12 大牟田市 大牟田市、荒尾市（熊本県）
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２４年４月
水道水の安定供給及び経営の効率化を図るため、熊本県荒尾市との共同
浄水場をＤＢＯ方式で平成２１年に建設に着手し、平成２４年4月から共
同浄水場として稼働している。

43
熊本県

13 荒尾市 荒尾市、大牟田市
施設の共同化（浄水場
等施設の共同保有）

平成２４年４月

熊本県荒尾市及び福岡県大牟田市では、共同の浄水場を保有し、運転管
理を第三者委託している。この浄水場は、効率的かつ効果的な事業運営
を目指し、施設の設計・建設・維持管理に民間の力を活用したDBO方式を
採用している。

主体となっている
事業体等

広域化内容

実施年次 広義の広域化の概要（背景・経緯、理由等）
構成団体

都道
府県 最終形態

NO.
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表Ⅱ-４(１) 各種検討会・勉強会等の内容 

都道
府県

NO.
検討会・勉強会等の

名称
設置目的・位置づけ 構成メンバー 開始年次 開催頻度 メリット その他特記事項

01
北海道

1 地域別会議

道は水道の抱える課題解決に向けH23.3月北海道水道ビ
ジョンを策定し、H25.3月水道事業者が具体的に取り組
む将来年次計画を示した水道整備基本構想を改定した。
　構想の促進のため、水道事業者間の協議の場を提供し
連携を促進する。

全水道事業者等
（全道6地域:道央地域、道南地域、道北地
域、オホーツク地域、十勝地域、釧路・根
室地域)

平成25年度
年各1回
/6地域

近隣の水道事業者等が抱えてい
る諸課題等を共有し、連携を促
進する。

　

02
青森県

2
北奥羽地区水道事業協
議会

　中小規模の水道事業体では、さまざまな問題が山積
し、今後さらに深刻化する。持続可能な水道を目指し、
様々な形での新たな広域化が必要（新水道ビジョン）で
あることから、北奥羽地区水道事業協議会を設立。団体
は別々だか、情報の共有を図り、何かあった場合は相互
協力を行う。（八戸圏域水道企業団が中心的役割を担
う）

　八戸圏域水道企業団、南部町、三戸町、
五戸町、田子町、新郷村、十和田市、三沢
市、東北町、七戸町、六ヶ所町、横浜町、
野辺地町、二戸市、一戸町、軽米町、九戸
村、葛巻町、久慈市、洋野町、野田村、普
代村（22事業体）
※ この他にも準会員として民間団体が加盟

平成19年度
年6回程
度

・災害時などにおける支援体制
の構築
・勉強会,研修会などによる職
員のレベルアップ

構成事業体の施設を見学することにより、各
事業体の抱える課題や、対策事例等を共有で
き、自事業体へフィードバックできる。ま
た、その後開かれる意見交換会や、報告会な
ど活発な討議が行われており、親睦も深まっ
ている。

02
青森県

3
簡易水道の共同利用の
研究・検討

上十三・十和田湖広域定住自立圏共生ビジョンに基づ
き、効果的かつ効率的な簡易水道の運営を図るため、共
同利用に関する研究・検討を行う。

青森県　十和田市
秋田県　小坂町

平成25年度 年3回

隣接する区域で同様の施設を
個々に補修する重複投資を避
け、大幅なコストカットが可能
と考える。

簡易水道施設が老朽化した地区の補修時期を
見据えて、相互に連携して、簡易水道の共同
利用に関する研究・検討を行う。（実施では
なく、あくまでも検討となります。）

03
岩手県

4
北上川流域（盛岡圏）
水源保全連絡協議会

　水道事業体が水道水源の共通する諸課題を協議し，水
道水源の保全について必要な対策を行うことを目的とす
る。

盛岡市，八幡平市，滝沢市，雫石町，岩手
町，紫波町，矢巾町の水道事業所長等

平成14年度 年1回
水道水源の保全対策に関する認
識が深められた。

　会議後，構成メンバーで懇親会を開催し，
水道水源保全対策等に関する情報交換を行っ
ている。また，実務担当者会議を開催し，水
道水源保全対策等について勉強している。

03
岩手県

5
岩手紫波地区水道事業
協議会

加盟市町村の連帯並びに親睦を図るとともに、水道事業
の技術及び事務その他の分野にわたる相互の調査研究を
通じて、水道事業の円滑な運営と岩手紫波地区の水道事
業の発展に寄与することを目的とする。

八幡平市、岩手町、葛巻町、雫石町、滝沢
村、矢巾町、（紫波町）の水道担当者

昭和58年度 年9回

有識者を講師に招き研究を行う
ことで、専門性の向上に寄与し
ている。産官学が自由に参加で
きる研究会を開催することで問
題の共有を図っている。
水道事業の様々な分野を研究す
る場となっており、また、他の
水道事業体と情報共有が頻繁に
おこなえる。

水道技術だけではなく、経理、経営など水道
事業全般に関する研究会を多く開催し、本音
で話ができる組織となっている。
研究会終了後、情報交換会を開催して交流を
図っている。構成市町村以外の参加希望事業
体及び一般企業の受入を行っている。勘定科
目等の共通化を進めている。

03
岩手県

6
二戸地区上下水道連絡
協議会

加盟市町村の連携並びに親睦を図るとともに、上下水道
事業の技術及び事務その他分野にわたる相互の調査研究
を通じて、事業の円滑な運営と二戸地区上下水道事業の
発展に寄与することを目的とする。

二戸市、一戸町、軽米町、九戸村 平成18年7月 年数回 年1回、総会、施設見学を実施。
二戸地区の上下水道事業の担当者と顔を合わ
せることにより、相互に情報や連絡をとりや
すくなっている。

09
栃木県

7
両毛地域水道事業管理
者協議会

渡良瀬川流域の栃木県と群馬県に属する６市で水道事業
の経営について、情報の交換や協議等を行っている。

群馬県桐生市、太田市、館林市、みどり
市、栃木県足利市、佐野市の水道事業管理
者（管理者を置かない市にあっては水道事
業主管局部長）

昭和56年度 年2回

長年にわたる協議会の継続によ
り、県域を超えて信頼関係が形
成され、課題やその対応策を共
有している。

管理者による協議会のほか、課題を持ち寄り
課長研究会と実務担当者研究会を毎年各１回
開催している。
構成６市で災害相互応援の協定を締結し、応
急給水用として配水管を接続している。

09
栃木県

8
両毛地域水道事業管理
者協議会

渡良瀬川流域の栃木県と群馬県に属する６市で水道事業
の経営について、情報の交換や協議等を行っている。

群馬県桐生市、太田市、館林市、みどり
市、栃木県足利市、佐野市の水道事業管理
者（管理者を置かない市にあっては水道事
業主管局部長）

昭和56年度 年2回

長年にわたる協議会の継続によ
り、県域を超えて信頼関係が形
成され、課題やその対応策を共
有している。

管理者による協議会のほか、課題を持ち寄り
課長研究会と実務担当者研究会を毎年各１回
開催している。
構成６市で災害相互応援の協定を締結し、応
急給水用として配水管を接続している。  
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表Ⅱ-４(２) 各種検討会・勉強会等の内容 

都道
府県

NO.
検討会・勉強会等の

名称
設置目的・位置づけ 構成メンバー 開始年次 開催頻度 メリット その他特記事項

10
群馬県

9
安中市他2市3町2村
（西毛地区水道事業者
協議会）

将来における水道事業の広域的連携の可能性についての
検討や構成団体間の関係強化を目的としている。

安中市、富岡市、藤岡市、下仁田町、甘楽
町、神流町、南牧村、上野村

平成25年度

定例会：
年1回、
実務担当
者会議：
不定期

各構成団体間で情報交換や論議
を交わす機会が増えることで、
今後の水道事業の課題を共通認
識としてとらえることが出来
る。

11
埼玉県

10
埼玉県第１ブロック水
道広域化検討部会

埼玉県が平成23年3月に策定した埼玉県水道整備基本構
想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化を推進す
るために必要な事項について検討する。

春日部市、久喜市、幸手市、宮代町、白岡
市、杉戸町、埼玉県（生活衛生課）、埼玉
県（企業局）

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

11
埼玉県水道広域化実施
検討部会（第２ブロッ
ク）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

埼玉県生活衛生課、埼玉県企業局、草加
市、三郷市、八潮市、吉川市、越谷・松伏
水道企業団

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

12
埼玉県水道広域化実施
検討部会（第３ブロッ
ク）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

川越市、越生町、川島町、毛呂山町、坂
戸、鶴ヶ島水道企業団

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

13
埼玉県水道広域化等研
究会（第４ブロック）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた第４ブロックの水
道広域化等について調査及び研究をする。

朝霞市、志木市、和光市、新座市、富士見
市、ふじみ野市、三芳町

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

14
埼玉県水道広域化検討
部会（第５ブロック）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

入間市、狭山市、所沢市、飯能市、日高
市、埼玉県（企業局）、埼玉県（生活衛生
課）

平成23年度 未開催 未開催のため未記入とする

11
埼玉県

15
埼玉県第６ブロック水
道広域化検討部会

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

小川町、ときがわ町、滑川町、鳩山町、東
秩父村、東松山市、吉見町、嵐山町、埼玉
県（生活衛生課）、埼玉県（企業局）

平成23年度 年2回程度
まだ2度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

16
埼玉県第７ブロック水
道広域化検討部会

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化につい
て検討する。

川口市、蕨市、戸田市 平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

17
埼玉県水道広域化実施
検討部会（第９ブロッ
ク）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

上尾市、桶川北本水道企業団、鴻巣市、蓮
田市、伊奈町、埼玉県（生活衛生課、企業
局）

平成23年度 未開催 未開催のため未記入とする

11
埼玉県

18
埼玉県水道広域化実施
検討部会（第１０ブ
ロック）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

行田市、加須市、羽生市、埼玉県保健医療
部生活衛生課、埼玉県企業局水道企画課

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする
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表Ⅱ-４(３) 各種検討会・勉強会等の内容 

都道
府県

NO.
検討会・勉強会等の

名称
設置目的・位置づけ 構成メンバー 開始年次 開催頻度 メリット その他特記事項

11
埼玉県

19
埼玉県水道広域化検討
部会（１１ブロック）

埼玉県が平成２３年３月に策定した埼玉県水道整備基本
構想（埼玉県水道ビジョン）に掲げた水道広域化推進に
係る必要な事項について検討する。

神川町、上里町、熊谷市、深谷市、本庄
市、美里町、寄居町、埼玉県（生活衛生
課、企業局）

平成23年度 年1回程度
まだ１度だけの開催のため未記
入とする

11
埼玉県

20
埼玉県・さいたま市水
道広域化研究会

水道広域化について共同で研究を行い、広域的な連携に
ついて具体的な取組を検討していく。

さいたま市、埼玉県（企業局） 平成25年度 年複数回
まだ2度だけの開催のため未記
入とする

14
神奈川
県

21
三浦市営水道に関する
情報交換会

平成18年度～平成19年度にかけて三浦市水道事業に関す
る研究会の設置、引続き平成20年度～平成21年度にかけ
て三浦市営水道事業に関する検討会を実施、移管を前提
とはせずに連携方策、諸課題について検討した。検討の
まとめとしては「移管した場合の県営水道の経営に影響
を及ぼす恐れがある。」とされたが、平成22年度以降は
情報交換会を継続している。

神奈川県企業庁、三浦市上下水道部の部長
以下関係各課長

平成22年度 年2回
国の制度の変化や経営状況によ
る事業方針等、最新の情報を共
有できる。

14
神奈川
県

22
湯河原町・真鶴町水道
事業広域化研究会

将来にわたり安心・安定な水を供給し、湯河原町と真鶴
町の町民が信頼し続ける水道を目指すため、望ましい両
町の水道のあるべき方向性を見出すことを目的とし、
様々な水道事業の広域化の形態や水道の現状把握と将来
の見通し等の研究を行う。

湯河原町、真鶴町 平成21年度 年12回
両町の事業内容等の比較・検討
により情報を共有できるように
なった。

両町における水道事業の望ましいあり方、事
業統合を可能にするための具体的行動内容、
時期等を広域化の形態別に分析し、両町の事
業経営について有効と思われる事業の共同化
メニューを抽出した結果、平成25年度に水道
量水器共同購入事業を行った。

14
神奈川
県

23 県西地域水道事業連絡会
県西地域二市八町の水道事業体間での情報交換のほか、
県西地域の事業体として足並みをそろえるべき事項等に
対する方針確認など行う。

小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松
田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、
湯河原町

平成21年度 年1,2回

放射能物質測定業務等の事業体
共通の業務については、輪番制
により対応することで負担の軽
減が図られた。

連絡会終了後に担当者で懇親会を開き、机上
だけでなく本音で話しができる関係作りを
行っている。

23
愛知県

25
愛知県広域水道事業連
絡会議

県内各水道事業者の広域化の意識高揚のため、国の施策
や県の計画等を県内全水道事業者に対し情報提供する場
として設置

県内全水道事業体
平成23年度 年1回

国の施策や県の計画等を全事業
者に対し情報提供することで、
共通の認識のもとに平成25年度
に設置した研究会議で広域化の
検討を進めることが可能となっ
ている。

特になし

14
神奈川
県

平成６年度

小委員会
　年2回
幹事会
　年10回

水質事故時等の情報共有システ
ムを導入し、また、放射性物質
など新たな課題に対し、共同で
取り組むことができた。

幹事会の下に、専門的な事項を処理するため
の部会を設置し、５事業者の担当者レベルで
研究・協議を行っている。
また、当協議会は、昭和45年９月に「相模川
水系水道事業者水質連絡協議会」として発足
した。

24
相模川・酒匂川水質協
議会

相模川及び酒匂川を水源とする５水道事業者が、相互に
連絡を図り、相模川水系及び酒匂川水系の水質の保全並
びに対策に資すること

神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀市及び
神奈川県内広域水道企業団の水道事業管理
者や水道技術管理者等を委員とし、水質所
管課長等を幹事としている。
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表Ⅱ-４(４) 各種検討会・勉強会等の内容 
都道
府県

NO.
検討会・勉強会等の

名称
設置目的・位置づけ 構成メンバー 開始年次 開催頻度 メリット その他特記事項

23
愛知県

26
愛知県水道広域化研究
会議

将来に亘り安全で良質な水を安定かつ効率的に供給して
いくため望ましい水道のあるべき方向性を見いだすこと
を目的として、愛知県水道広域化研究会議を設置してい
る。

名古屋市、各ブロック(県内４ブロック)か
ら代表の３事業体、企業庁、生活衛生課の
担当課長

平成25年度 年2回

将来のビジョンを共有するた
め、ブロックの代表事業者と用
水供給事業者等で構成する検討
の場を設置し、広域的な連携等
について研究する体制を築くこ
とができた。

23
愛知県

27
愛知県水道広域化研究
会議ブロック会議

愛知県水道広域化研究会議の下部組織。（県内４ブロック） ブロック内の水道事業体の担当課長 平成25年度 年3回

地域的な関わりを踏まえたブ
ロック編成を行っているため、
ブロック単位による中長期的な
広域的な連携について研究を
行っていくことができる。

26
京都府

28
京都府水道事業広域化
等研究会

水需要の減少、更新負担の増大やベテラン職員の大量退
職に伴う水道技術の承継等の課題に直面するなど水道事
業を取り巻く状況は大変厳しい。こうした共通の課題に
対応していくための効果的な方策について研究する。
（研究テーマの例　　○業務の共同化や施設の共同化を
含む広義の水道広域化の研究　　○民間委託の研究）

京都府及び府営水道受水市町（長岡京市、
向日市、大山崎町、宇治市、城陽市、久御
山町、八幡市、京田辺市、木津川市、精華
町）

平成23年度
年１～2
回

広域化についての各水道事業体
の考え方、現状課題を出し合い
検討する中で今後取り組むべき
共通課題が明らかになった。

京都府及び受水市町の代表で構成する幹事会
を設置し、運営方法を協議、役割分担しなが
ら、府・受水市町共同で運営にあたってい
る。

29
奈良県

29
北和都市水道事業協議
会

　前身は、奈良市、大和郡山市、天理市及び生駒市で構
成する北和都市連合協議会（昭和４３年発足）の公営企
業部会である。平成21年度をもって連合協議会は解散す
ることとなったが、公営企業部会は、相互融通連絡管の
維持管理及び目的達成のための情報交換、研究等を継続
して実施するため、平成22年度に北和都市水道事業協議
会としてそのまま事業を引き継いだ。

　別紙に規約及び運営要領を添付

奈良市、大和郡山市、天理市、生駒市の上
水道部局

昭和43年度
（平成22年度
引継）

年6回

・災害緊急時に水道水の相互融
通を行う連絡管を設置してお
り、その維持管理を協議会で実
施している。
・各市の状況の情報交換や共同
で調査、研究を行うことによ
り、各市の事務の効率化が図れ
る。
・構成４市における広義での広
域化を検討し、共同で効率化が
期待できる。
・担当者同士が親しくなること
で、人的ネットワークが構築さ
れ、気軽に情報交換を行うこと
ができる。

　部会では、経費及び事務量の削減を目的と
して、構成４市が共同で行える業務を検討し
ている。
　相互融通連絡管は、計画の１２箇所中１０
箇所設置済みで、今後残っている２箇所の設
置を検討していく。

33
岡山県

30
岡山県モデル地域調査
検討会

厚生労働省委託のモデル地域として、様々な形態の広域
化を現場で構想し、広域化の効果、阻害要因、解決策な
どを検討した結果を広域化促進のための仕組みづくりに
反映させていく。

県内水道事業体、岡山県、
厚生労働省、日本水道協会

平成16～18年度 計５回開催
近隣事業体との情報共有を図る
ことができた。

47
沖縄県

31
沖縄県水道広域化検討
ワーキングチーム

今後の本県の水道事業のあり方、特に水道広域化につい
て積極的に推進することを目的に、諸課題の抽出、対応
策等を具体的に検討するため、県関係課で構成される水
道広域化検討ワーキングチームを設置している。

沖縄県環境生活部生活衛生課、
沖縄県企画部市町村課、地域離島課、
沖縄県企業局総務企画課、配水管理課、建
設計画課

平成22年度 年2～3回

水道所管課以外の関係課が参集
することにより、様々な視点か
らの課題抽出等が可能となっ
た。

　研究会議設立初年度であるため、現在は積
極的な意見交換を行うまでには至っていない
が、今後は各事業体の意識高揚を促して有意
義な議論が展開できるよう、必要な対応を
行っていく。
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２）事例集対象事業体の決定 
事例集は、広域化（事業統合）実施済及び検討中の事業体について作成する。 
したがって、表Ⅱ-２（実施済のみ）で整理した事業統合実施済及び事業統合検討中のう

ち、市町村合併によるものや、長期にわたり継続的に統合を行っている事業体、垂直統合

で小規模事業と統合する事業体等［表Ⅱ-２（実施済）：灰色でマーキング］を除いた事業体

を事例集対象とした。 
 
３）事例集対象事業体へのアンケート 
事例集対象事業体に対して、広域化（事業統合）に係わるアンケートを実施した。 
①アンケート項目 
［広域化事例：事業統合実施済の事業体に対してのアンケート項目］ 
１．事業統合の概要について 

ｱ) 統合形態（水平・垂直） 
ｲ) 構成事業体名 
ｳ) 統合年次 
ｴ) 規模（計画一日最大給水量、計画給水人口） 
ｵ) 統合理由 
ｶ) 各構成事業体の沿革 

２．事業統合までの過程について 
ｱ) 検討主体の事業体等 
ｲ) 事業統合に至る検討経過 

a) 時系列でみた検討項目とその内容（協議会・検討会等での検討内容） 
b) 協議会・検討会等が設置された場合は、その目的、・位置づけ、メンバー 

ｳ) 検討時の事業統合に向けた課題と対策（以下の事項の対応） 
a) 統合形態・事業形態 
b) 事業体格差の扱い（財政水準） 
c) 事業体格差の扱い（施設・維持管理水準） 
d) 他会計繰入金等の調整 
e) 条例・例規等の見直し 
f) 資産の引継ぎ 
g) 各種電算システム統合 
h) 地域に密着したサービスの持続 
i) 災害時・事故時対応 
j) 統合事務 
k) 住民・議会等への対応 
l) その他 
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ｴ) 事業統合が成功した要因 
ｵ) 事業統合までに実施しメニュー 

３．事業統合後の結果について 
ｱ) 現時点での広域化のメリットとデメリット 
ｲ) 現時点の広域水道事業の課題と対策 

４．その他（広域化推進にあたっての意見） 
 
［広域化に向けた検討：事業統合検討中の事業体等に対してのアンケート項目］ 
１．事業統合の概要について 

ｱ) 統合形態（水平・垂直） 
ｲ) 構成事業体名 
ｳ) 統合予定年次 
ｴ) 規模（計画一日最大給水量、計画給水人口） 
ｵ) 統合理由 
ｶ) 各構成事業体の沿革 

２．事業統合までの過程について 
① 検討主体の事業体等 
② 事業統合に至る検討経緯 

a) 時系列でみた検討項目とその内容（協議会・検討会等での検討内容） 
b) 協議会・検討会等が設置された場合は、その目的、・位置づけ、メンバー 

③ 検討を進める中での課題と対策 
a) 統合形態・事業形態 
b) 事業体格差の扱い（財政水準） 
c) 事業体格差の扱い（施設・維持管理水準） 
d) 他会計繰入金等の調整 
e) 条例・例規等の見直し 
f) 資産の引継ぎ 
g) 各種電算システム統合 
h) 地域に密着したサービスの持続 
i) 災害時・事故時対応 
j) 統合事務 
k) 住民・議会等への対応 
l) その他 

④ 今後の広域化実施のスケジュール（ロードマップ） 
⑤ 事業統合までに実施するメニュー 

３．その他（広域化推進にあたっての意見） 
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②アンケート期間 
平成 25 年 10 月 10 日～平成 25 年 11 月 1 日 

 
③アンケート方法 
先に示したアンケート項目をエクセルにて作成し、そのアンケートを電子メールで各

事業体担当者に送信した。アンケートの回答も電子メールで行った。 
 

２．調査結果 
調査結果は、調査時点で公表ができないまたは事業体から広域化を行なっていないと回

答された事業体を除き、アンケート結果をもとに事例集として整理した。 
 

事例集として整理した事業体数は以下のとおりである。 
・広域化実施済事業体：12 団体 
・広域化検討中事業体等：10 団体（３団体は非公表ため事例集に掲載していない） 
 
また、事例集を整理する前に、アンケートから以下の設問の回答について集計結果を示

す。 
① 事業統合理由（実施済、検討中事業体） 
② 検討主体（実施済、検討中事業体） 
③ 事業統合成功要因（実施済事業体） 
④ 検討時及び検討を進めるなかでの課題（実施済、検討中事業体） 
⑤ 事業統合後のメリット（実施済事業体） 

 
 なお、集計結果には、事例集に掲載していない非公表事業体も含んでいる。 
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① 事業統合理由（実施済、検討中事業体） 
 事業統合理由として、「施設の統廃合・効率的な更新」が最も多く（16 団体）、

その次に多いのが「水源の確保・多元化」である（13 団体）。 
 実施済の事業体をみると、「施設の統廃合・効率的な更新」、「水源の確保・多元

化」が最も多い（以上７団体）。 
 検討中の事業体は、「施設の統廃合・効率的な更新」が最も多く（9 団体）、その

次に多いのが「更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画」である（7 団

体）。 
 

【事業統合理由】
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0
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2
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6

6

6

7

5

0

0

2

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

水需給の不均衡解消

施設整備水準の向上

施設の統廃合・効率的な更新

人材確保・技術力の確保

通常時の管理体制強化・緊急時体制の強化

水源の確保・多元化

更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画

料金格差の是正

利用者の利便性向上

未給水地域の解消

その他

広域化実施済 広域化検討中
 

※複数回答あり 
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② 検討主体（実施済、検討中事業体） 
 検討主体は、「中核となった規模の大きい事業体（用水供給事業、末端給水事業）」

が最も多く（16 団体）、これら事業体がリーダーシップを発揮し、主体的に広域

化の実現や検討をしている。 
 次に多いのが「都道府県」であるが、３団体（実施済：１団体、検討中：２団

体）と少ない。 
 

【検討主体】
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1
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2
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0 2 4 6 8 10 12 14 16

中核となった規模の大きい水道事業体
（用水供給事業、末端給水事業）

中核以外の周辺水道事業体
（末端給水事業）

都道府県

国

その他

無回答

広域化実施済 広域化検討中
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③ 事業統合成功要因（実施済事業体） 
 事業統合成功要因は、「関係首長のリーダーシップ」が最も多く（７団体）、続

いて「事業体の管理者や職員の理解」（5 団体）、「中核となる事業体の存在」、「国

や都道府県の主導」、「活用できる補助メニューなどの存在」（以上４団体）とな

っている。 
 これより、事業体（首長、管理者）や国及び都道府県のリーダーシップが事業

統合の実現には重要である。 
 

【事業統合成功要因】

2
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1

3

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8

関係住民の理解

関係首長のリーダーシップ

中核となる事業体の存在

国や都道府県の主導

活用できる補助メニューなどの存在

事業体の管理者や職員の理解

自然的地理的条件の類似性

地域経済の類似性

その他

無回答

 
※複数回答あり 
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④ 検討時及び検討を進めるなかでの課題（実施済、検討中事業体） 
 検討時及び検討を進めるなかでの課題として、「事業体格差の扱い（財政水準）」

が最も多く（12 団体）、続いて「地域に密着したサービスの継続」（10 団体）、「災

害時・事故時対応」（９団体）となっている。 
 実施済の事業体では、「事業体格差の扱い（財政水準）」が最も多く（8 団体）、

続いて「地域に密着したサービスの継続」、「災害時・事故時対応」（以上７団体）

となっている。 
 検討中の事業体の中では、「事業体格差の扱い（財政水準）」、「事業体格差の扱

い（施設・維持管理水準）」、「他会計繰入金等の調整」、「地域に密着したサービ

スの継続」（以上３団体）が課題として多く挙げられている。 
 

【課題】
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5
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7

7

3

3

3

1

3

2

0 2 4 6 8 10 12

事業体格差の扱い
（財政水準）

事業体格差の扱い
（施設・維持管理水準）

他会計繰入金等の調整

資産の引継ぎ

地域に密着したサービスの継続

災害時・事故時対応

広域化実施済 広域化検討中
 

※複数回答あり 
 



 Ⅱ-23

⑤ 事業統合後のメリット（実施済事業体） 
 事業統合後のメリットは、事業統合理由でも最も多かった「施設の統廃合・効

率的な更新」、「水源の確保・多元化」が最も多い（10 団体）。 
 その次に多いのが、「人材確保・技術力の確保」（９団体）となっている。 

 

【事業統合後のメリット】
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水需給の不均衡解消

施設の統廃合・効率的な更新

人材確保・技術力の確保

通常時の管理体制強化・緊急時体制の強化

水源の確保・多元化

更新等に必要な財源の確保・柔軟性ある事業計画

料金格差の是正

利用者の利便性向上

 
※複数回答あり 

 
 

 
 


